
Ⅰ 調査の趣旨
児童生徒の問題行動等について，全国の状況を調査・分析することにより，教育現場における生徒指導上の

取組のより一層の充実に資するものとするとともに，その実態把握を行うことにより，児童生徒の問題行動等
の未然防止，早期発見・早期対応に，また，不登校児童生徒への適切な支援につなげていくもの。
さらに，本調査結果を踏まえ，教育委員会をはじめとする学校の設置者，私立学校主管部局等における問題

行動等への取組や，不登校への支援等の一層の充実に資するもの。

Ⅱ 調査対象期間 令和元年度間

Ⅲ 調査項目（調査対象）
１ 暴力行為 （国公私立小・中・高等学校）
２ いじめ （国公私立小・中・高・特別支援学校，都道府県教育委員会，

市町村教育委員会）
３ 出席停止 （市町村教育委員会）
４ 小・中学校の長期欠席（不登校等） （国公私立小・中学校，都道府県教育委員会，市町村教育委員会）
５ 高等学校の長期欠席（不登校等） （国公私立高等学校）
６ 高等学校中途退学等 （国公私立高等学校）
７ 自殺 （国公私立小・中・高等学校）
８ 教育相談 （都道府県・市町村教育委員会）

令和元年度

児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果の概要

令和２年1 2月４日
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【調査結果のポイント】

１ いじめ
 小・中・高等学校及び特別支援学校におけるいじめの認知件数は612,496件（前年度543,933件）であり，前

年度に比べ68,563件（12.6％）増加。児童生徒1,000人当たりの認知件数は46.5件（前年度40.9件）。
 過去５年間の傾向として，いじめを認知した学校の割合が大幅に増加しており（H26：56.5％→R元：

82.6%），学校種別においては，小学校の認知件数が大幅に増加している（H26：122,734件→R元：484,545
件）。

 いじめの重大事態の件数は723件（前年度602件）であり，前年度に比べ121件（20.1％）増加し，いじめ防止
対策推進法施行以降で最多となっている。

 いじめの認知件数が多い学校について，「いじめを初期段階のものも含めて積極的に認知し，その解消に向
けた取組のスタートラインに立っている」と極めて肯定的に評価。いじめの防止等の対策は，いじめが行わ
れなくなるようにすることを旨として行われなければならないが，いじめ防止対策推進法に基づき，認知す
べきものは適切に認知し，対応しなければならない。また，認知されたいじめのうち83.2％は年度末時点で
は解消している。

 一方，重大事態の件数の増加は，憂慮すべき状況。いじめ問題に適切に対応することで，限りなく件数を零
に近づけるべきではあるが，いじめ防止対策推進法に基づき，取り上げるべきものは適切に取り上げなけれ
ばならない。

２ 暴力行為
 小・中・高等学校における暴力行為の発生件数は78,787件（前年度72,940件）であり，前年度から5,847件

（8.0％）増加。児童生徒1,000人当たりの発生件数は6.1件（前年度5.5件）。
 過去５年間の傾向として，小学校における暴力行為が大幅に増加している（H26：11,472件→R元：43,614

件）。内容別では，生徒間暴力が大幅に増加している（小中高計 H26：32,428件→ R元：55,720件）。
 小学校における暴力行為の増加が続いており，憂慮すべき状況。背景として，いじめの積極的な認知が暴力

行為の把握の促進にもつながっていることが考えられる。
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３ 小中学校における不登校
 小・中学校における不登校児童生徒数は181,272人（前年度164,528人）であり，前年度から16,744人

（10.2％）増加。在籍児童生徒に占める不登校児童生徒の割合は1.9％（前年度1.7％）。
 過去５年間の傾向として，小学校・中学校ともに不登校児童生徒数及びその割合は増加している（H26：小

学校0.4％，中学校2.8％→ R元：小学校0.8％，中学校3.9％）。
 不登校児童生徒数が７年連続で増加，約56％の不登校児童生徒が90日以上欠席しているなど，憂慮すべき状

況。児童生徒の休養の必要性を明示した「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等
に関する法律」の趣旨の浸透の側面も考えられる。

４ 中途退学
 高等学校における中途退学者数は42,882人（前年度48,594人）であり，中途退学者の割合は1.3％（前年度

1.4％）。
 過去５年間の傾向として，３年連続で減少した後，H30年度は増加に転じたが，今回再び減少している

（H26：53,391人→R元：42,882人）。

５ 自殺
 小・中・高等学校から報告のあった自殺した児童生徒数は317人（前年度332人）。
 過去５年間の傾向として，児童生徒の自殺者数は，横ばいからH30年度に大きく増加し，今回は減少してい

る（H26：232人→R元：317人）。
 児童生徒の自殺が後を絶たないことは，極めて憂慮すべき状況である。

2

調査結果からは，子供たちが様々な悩みを抱えたり，困難な状況に置かれていたりする状況が見受けられ，周囲の大
人が子供たちのＳＯＳをどのように受け止め，組織的対応を行い，外部の関係機関等に繋げて対処していくかが重要で
ある。

このため，共通する施策として，個々の児童生徒の状況に応じた必要な支援や，スクールカウンセラー，スクール
ソーシャルワーカー，関係機関との連携による教育相談体制の充実を推進する。また，未然防止と早期発見・早期対応
の取組や家庭・地域社会等の理解を得て地域ぐるみで取組を推進する。

上記に加え，いじめについては，いじめ防止対策推進法の定義に基づくいじめの認知と組織的対応を徹底することを
管理職等向けに周知を図る。また，自殺については，児童生徒の自殺予防の取組を充実させるため，ＳＯＳの出し方に
関する教育を含めた自殺予防教育や教職員に対する普及啓発等の実施を推進する。

【文部科学省の対策】
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いじめの状況について

※ 上段は認知件数，下段は1,000人当たりの認知件数。

いじめの認知件数の推移

※ 平成25年度から高等学校通信制課程を調査対象に含めている。また，同年度からいじめの定義を変更している。

【認知件数の前年度比較】

《小学校》
58,701件(13.8％)の増加

《中学校》
8,820件(9.0％)の増加

《高等学校》
643件(3.6％)の増加

《特別支援学校》
399件(14.9％)の増加

（件）

（年度）
（年度）

小・中・高等学校及び特別支援学校における，いじめの認知件数は612,496件（前年度543,933件）であり，前年度に比べて68,563
件（12.6％）増加している。児童生徒1,000人当たりの認知件数は46.5件（前年度40.9件）である。
認知件数は，全校種で増加しているが，特に小学校における増加が著しい。

年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

小学校
60,897 48,896 40,807 34,766 36,909 33,124 117,384 118,748 122,734 151,692 237,256 317,121 425,844 484,545 

8.5 6.9 5.7 4.9 5.3 4.8 17.4 17.8 18.6 23.2 36.5 49.1 66.0 75.8 

中学校
51,310 43,505 36,795 32,111 33,323 30,749 63,634 55,248 52,971 59,502 71,309 80,424 97,704 106,524 

14.2 12.0 10.2 8.9 9.4 8.6 17.8 15.6 15.0 17.1 20.8 24.0 29.8 32.8 

高等学校
12,307 8,355 6,737 5,642 7,018 6,020 16,274 11,039 11,404 12,664 12,874 14,789 17,709 18,352 

3.5 2.5 2.0 1.7 2.1 1.8 4.8 3.1 3.2 3.6 3.7 4.3 5.2 5.4 

特別支援
学校

384 341 309 259 380 338 817 768 963 1,274 1,704 2,044 2,676 3,075 

3.7 3.2 2.8 2.2 3.1 2.7 6.4 5.9 7.3 9.4 12.4 14.5 19.0 21.7 

合計
124,898 101,097 84,648 72,778 77,630 70,231 198,109 185,803 188,072 225,132 323,143 414,378 543,933 612,496 

8.7 7.1 6.0 5.1 5.5 5.0 14.3 13.4 13.7 16.5 23.8 30.9 40.9 46.5 
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いじめの認知率の推移
（1,000人当たりの認知件数）（件）



いじめを認知した学校数
17,485校（総数の88.2％）

（前年度から2.4ポイント向上）

1校当たりの認知件数
24.4件（前年度21.3件）

いじめを認知した学校数
8,945校（総数の86.3％）

（前年度から1.1ポイント向上）

1校当たりの認知件数
10.3件（前年度9.4件）

いじめを認知した学校数
3,632校（総数の64.1％）

（前年度から1.4ポイント向上）

1校当たりの認知件数
3.2件（前年度3.1件）

いじめを認知した学校数
521校（総数の45.5％）

（前年度から2.8ポイント向上）

1校当たりの認知件数
2.7件（前年度2.3件） 4

「平成26年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関す
る調査結果について」（平成27年12月22日付け児童生徒課長通
知）にて，下記のとおり通知しており，各学校においていじめ
の認知への取組が行われた。

【通知より抜粋】
いじめを認知していない学校…にあっては，真にいじめを根絶
できている場合も存在するであろうが，解消に向けた対策が何
らとられることなく放置されたいじめが多数潜在する場合もあ
ると懸念している。特に，…いじめの認知件数が零であった学
校においては，当該事実を児童生徒や保護者向けに公表し，検
証を仰ぐことで，認知漏れがないかを確認すること。

○いじめを認知した学校数
30,583校（総数の82.6％）

（前年度より1.8ポイント向上）

○１校当たりの認知件数
16.5件（前年度14.6件）

いじめの状況について

いじめを認知した学校数の割合

学校種別の状況

82.6%

全学校

88.2%

小学校

86.3%

中学校

64.1%

高等学校

45.5%

特別支援学校



 学年別いじめの認知件数では，小学校におけるいじめの認知件数が，昨年度に引き続いて大きく増加し
ている。

（件）
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※各学年の認知件数には，特別支援学校小学部・中学部・高等部の認知件数を含む

いじめの状況について

学年別 いじめの認知件数

小１ 小2 小3 小４ 小５ 小６ 中1 中2 中3 高1 高2 高3 高4

平成29年度 56,834 62,546 59,681 54,944 47,095 36,317 41,943 26,246 12,644 8,284 5,130 2,676 38

平成30年度 76,893 82,360 80,821 73,980 63,465 48,738 50,259 32,159 15,829 9,724 6,368 3,292 45

令和元年度 87,759 96,416 91,981 82,883 71,255 54,767 55,405 34,352 17,341 9,996 6,655 3,633 53
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いじめの状況について

いじめの解消の状況

学校種別の状況

解消, 

83.2%

取組中, 

16.6%

全学校

解消, 

83.6%

取組中, 

16.3%

小学校

解消, 

81.5%

取組中, 

18.2%

中学校

解消, 

82.9%

取組中, 

15.2%

高等学校

解消, 

79.9%

取組中, 

18.9%

特別支援学校

解消しているもの
（日常的に観察継続中）

509,364件 83.2%

解消に向けて取組中 101,906件 16.6%

その他 1,226件 0.2%

計 612,496件

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

解消しているもの
（日常的に観察継続中）

404,858件 83.6% 86,843件 81.5% 15,205件 82.9% 2,458件 79.9%

解消に向けて取組中 79,135件 16.3% 19,395件 18.2% 2,795件 15.2% 581件 18.9%

その他 552件 0.1% 286件 0.3% 352件 1.9% 36件 1.2%

計 484,545件 106,524件 18,352件 3,075件

※年度末現在の状況。
※「解消している」状態とは，少なくとも次の２つの要件が満たさ
れている必要がある。ただし，これらの要件が満たされる場合で
あっても，必要に応じ，他の事情も勘案して判断するものとする。

① いじめに係る行為の解消；被害者に対する心理的又は物理的な影響を与
える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）が止んでい
る状態が相当の期間継続していること。この相当の期間とは，少なくと
も３か月を目安とする。ただし，いじめの被害の重大性等からさらに長
期の期間が必要であると判断される場合は，この目安にかかわらず，学
校の設置者又は学校いじめ対策組織の判断により，より長期の期間を設
定するものとする。

② 被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと；いじめに係る行為が止
んでいるかどうかを判断する時点において，被害児童生徒がいじめの行
為により心身の苦痛を感じていないと認められること。被害児童生徒本
人及びその保護者に対し，心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等
により確認する。
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4.6%

66.4%

12.4%

13.7%
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

冷やかしやからかい，悪口や脅し文句，嫌なことを言われる。

仲間はずれ，集団による無視をされる。

軽くぶつかられたり，遊ぶふりをして叩かれたり，蹴られたりする。

ひどくぶつかられたり，叩かれたり，蹴られたりする。

金品をたかられる。

金品を隠されたり，盗まれたり，壊されたり，捨てられたりする。

嫌なことや恥ずかしいこと，危険なことをされたり，させられたりする。

パソコンや携帯電話等で，ひぼう・中傷や嫌なことをされる。

その他

小学校 構成比（％） 中学校 構成比（％） 高等学校 構成比（％） 特別支援学校 構成比（％）

※複数回答有

○小・中学校及び特別支援学校においては，「冷やかし
やからかい，悪口や脅し文句，嫌なことを言われる」
が最も多く，続いて「軽くぶつかられたり，遊ぶふり
をしてたたかれたり，蹴られたりする」が多い。

○高等学校においては，「冷やかしやからかい，悪口や
脅し文句，嫌なことを言われる」が最も多く，続いて
「パソコンや携帯電話等で，ひぼう・中傷や嫌なこと
をされる」が多くなっている。

○「パソコンや携帯電話等で，ひぼう・中傷や嫌なこと
をされる。」の件数は，全体で17,924件となって
おり，増加傾向にある。
（平成26年度調査：7,898件，平成27年度調査：
9,187件，平成28年度調査：10,779件，平成29年度
調査：12,632件, 平成30年度調査：16,334件 ）
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いじめの状況について

いじめの態様別状況
（複数回答可）



重大事態の発生件数は，723件（前年度602件）。うち，法第28条第1項第1号に規定するものは301件（前年度
270件），同項第2号に規定するものは517件（前年度420件）である。
文部科学省では，いじめ防止対策推進法第28条第1項のいじめの重大事態への対応について，学校の設置者及
び学校における法，基本方針等に則った適切な調査の実施に資するため，「いじめの重大事態の調査に関する
ガイドライン」を平成29年3月に策定している。

※ いじめ防止対策推進法第28条第1項において，学校の設置者又は学校は，重大事態に対処するために調査を行うものとすると規定されて
おり，当該調査を行った件数を把握したもの。

※ 同法第28条第1項に規定する「重大事態」とは，第1号「いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命，心身又は財産に重大な被害が
生じた疑いがあると認めるとき」，第2号「いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされて
いる疑いがあると認めるとき」である。

※ 1件の重大事態が第1号及び第2号の両方に該当する場合は，それぞれの項目に計上されている。

○いじめ防止対策推進法第28条第1項に規定する「重大事態」の発生件数
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いじめの重大事態について

いじめの重大事態

小学校 中学校 高等学校
特別支援
学校

合計

重大事態
発生校数（校）

242 297 111 6 656

重大事態
発生件数（件）

259 334 124 6 723

うち，
第1号

99 137 61 4 301

うち，
第2号

196 233 86 2 517
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文部科学省としては，いじめの認知件数が多い学校について，
「いじめを初期段階のものも含めて積極的に認知し，その解消に向け
た取組のスタートラインに立っている」と極めて肯定的に評価する。

（児童生徒課長通知）

いじめを認知していない学校にあっては，・・・解消に向けた対策が何
らとられることなく放置されたいじめが多数潜在する場合もあると懸念
している。

（児童生徒課長通知）

9

学校において認知したいじめの件数

いじめの1,000人当たり認知件数



H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

小学校 0.5 0.7 0.9 1.0 1.0 1.0 1.2 1.6 1.7 2.6 3.5 4.4 5.7 6.8

中学校 8.5 10.2 11.9 12.1 12.0 10.9 10.7 11.3 10.1 9.5 8.8 8.5 8.9 8.8

高等学校 2.9 3.2 3.1 3.0 3.0 2.8 2.8 2.3 2.0 1.9 1.8 1.8 2.1 2.0

計 3.1 3.7 4.2 4.3 4.3 4.0 4.1 4.3 4.0 4.2 4.4 4.8 5.5 6.1

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0
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計

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

小学校 3,803 5,214 6,484 7,115 7,092 7,175 8,296 10,896 11,472 17,078 22,841 28,315 36,536 43,614

中学校 30,564 36,803 42,754 43,715 42,987 39,251 38,218 40,246 35,683 33,073 30,148 28,702 29,320 28,518

高等学校 10,254 10,739 10,380 10,085 10,226 9,431 9,322 8,203 7,091 6,655 6,455 6,308 7,084 6,655

計 44,621 52,756 59,618 60,915 60,305 55,857 55,836 59,345 54,246 56,806 59,444 63,325 72,940 78,787
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計

小・中・高等学校における，暴力行為の発生件数は78,787件（前年度72,940件）であり，児童生徒1,000人当
たりの発生件数は6.1件（前年度5.5件）である。

本調査においては，「当該暴力行為によってけががあるかないかといったことや，けがによる病院の診断書，被害者による警
察への被害届の有無などにかかわらず」，暴力行為に該当するものをすべて対象とすることとしている。

10

※平成２５年度からは高等学校に通信制課程を含める。

学校の管理下・管理下以外における暴力行為発生件数の推移 学校の管理下・管理下以外における暴力行為発生件数の推移
（１０００人当たりの暴力行為発生件数）

暴力行為の状況について



【小学校】 【中学校】

【高等学校】

○ 小学校における暴力行為発生件数は，前年度に
比べ7,078件増加している。

○ 小学校における暴力行為では，生徒間暴力が
73.6％を占め，発生件数も前年度から大幅な増加
となっている。

○ 中学校及び高等学校における暴力行為発生件数
は，いずれも前年度に比較して減少しており、形
態別では生徒間暴力が最も多い。

（件） （件）

（件）

11

暴力行為の状況について
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全国平均 ６．１件

12

暴力行為の発生件数

暴力行為の1,000人当たり発生件数



 小学校の暴力行為の加害児童数は，11.0％増加（ H30：31,107人→ R元：34,518人）しているが，特に
１年生で22.8％（ H30：3,335人→ R元：4,096人），２年生で18.7％（ H30：4,311人→ R元：5,118
人），３年生で17.1％（ H30：4,914人→ R元：5,756人）と低学年での増加が著しい。

（件）

13

暴力行為の状況について

学年別 加害児童生徒数
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不登校児童生徒数（上段）と1,000人当たりの不登校児童生徒数（下段）

小・中学校における不登校児童生徒数は181,272人（前年度164,528人）であり，1,000人当たりの不登校児童生
徒数は18.8人（前年度16.9人）。1,000人当たりの不登校児童生徒数は，平成10年度以降，最多となっている。

（人） （人）

※平成10年度調査より不登校児童生徒として調査を行っている。
14

不登校児童生徒数の推移
（1,000人当たりの不登校児童生徒数）

不登校児童生徒数の推移

小・中学校における不登校の状況について

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

小学校

26,017 26,047 26,373 26,511 25,869 24,077 23,318 22,709 23,825 23,927 22,652 22,327 22,463 22,622 21,243 24,175 25,864 27,583 30,448 35,032 44,841 53,350

3.4 3.5 3.6 3.6 3.6 3.3 3.2 3.2 3.3 3.4 3.2 3.2 3.2 3.3 3.1 3.6 3.9 4.2 4.7 5.4 7.0 8.3

中学校

101,675 104,180 107,913 112,211 105,383 102,149 100,040 99,578 103,069 105,328 104,153 100,105 97,428 94,836 91,446 95,442 97,033 98,408 103,235 108,999 119,687 127,922

23.2 24.5 26.3 28.1 27.3 27.3 27.3 27.5 28.6 29.1 28.9 27.7 27.3 26.4 25.6 26.9 27.6 28.3 30.1 32.5 36.5 39.4

計

127,692 130,227 134,286 138,722 131,252 126,226 123,358 122,287 126,894 129,255 126,805 122,432 119,891 117,458 112,689 119,617 122,897 125,991 133,683 144,031 164,528 181,272

10.6 11.1 11.7 12.3 11.8 11.5 11.4 11.3 11.8 12.0 11.8 11.5 11.3 11.2 10.9 11.7 12.1 12.6 13.5 14.7 16.9 18.8
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計



（人）

学年別不登校児童生徒数

90日以上欠席した者は，不登校児童生徒数の55.6％を占め，依然として長期に及ぶ不登校児童生徒が多い。

※ パーセンテージは，各区分における不登校児童生徒数に対する割合。

15

小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３

H29 1,692 2,714 4,437 6,272 9,023 10,894 27,992 39,507 41,500

H30 2,296 3,625 5,496 8,089 11,274 14,061 31,046 43,428 45,213

R元 2,744 4,549 6,715 9,466 13,282 16,594 34,324 45,327 48,271

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

小・中学校における不登校の状況について

区分 欠席日数30～89日の者
欠席日数90日以上で
出席日数11日以上の者

欠席日数90日以上で
出席日数１～10日の者

欠席日数90日以上で
出席日数0日の者

不登校
児童生徒数

小学校 30,718 57.6% 18,383 34.5% 2,648 5.0% 1,601 3.0% 53,350 

中学校 49,697 38.8% 60,188 47.1% 12,280 9.6% 5,757 4.5% 127,922 

合計 80,415 44.4% 78,571 43.3% 14,928 8.2% 7,358 4.1% 181,272 



16

※１「長期欠席者の状況」で「不登校」と回答した児童生徒全員につき，主たる要因一つを選択。
※２ 下段は，不登校児童生徒数に対する割合。

小・中学校における不登校の状況について

不登校の要因

【国公私立】小・中学校

不
登
校
児
童
生
徒
数

学校に係る状況 家庭に係る状況 本人に係る状況
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小学校 53,350 

233 5,430 1,297 2,301 175 32 596 1,139 1,939 8,898 921 5,488 21,927 2,974 

0.4% 10.2% 2.4% 4.3% 0.3% 0.1% 1.1% 2.1% 3.6% 16.7% 1.7% 10.3% 41.1% 5.6%

中学校 127,922 

330 21,975 1,555 10,830 1,606 1,183 1,462 4,988 3,696 9,555 2,424 10,953 50,471 6,894 

0.3% 17.2% 1.2% 8.5% 1.3% 0.9% 1.1% 3.9% 2.9% 7.5% 1.9% 8.6% 39.5% 5.4%

合計 181,272 

563 27,405 2,852 13,131 1,781 1,215 2,058 6,127 5,635 18,453 3,345 16,441 72,398 9,868 

0.3% 15.1% 1.6% 7.2% 1.0% 0.7% 1.1% 3.4% 3.1% 10.2% 1.8% 9.1% 39.9% 5.4%



17

小・中学校における不登校の状況について

小・中学校の不登校児童生徒が学校内外で相談・指導等を受けた状況

学校内外の機関等で相談･指導等を受けた不登校児童生徒は約１３万人（７０．４％）である。

受けていない
53,593人
（29.6％）

受けた
127,679人※

（70.4％）
民間団体、民間施設６，３２８人
（うち出席扱い３，３１６人）

教育支援センター２１，６９５人
（うち出席扱い１８，３６３人）

うち学校外の機関等６４，８７７人

うち学校内の機関等８５，８６９人

※学校内外の複数の機関で相談・指導等を受けた児童生徒がいるので、それぞれの人数の合計とは一致しない
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全国平均 １８．８人

（人）

小・中学校における不登校の状況について

1,000人当たりの不登校児童生徒数



高等学校における不登校生徒数は50,100人（前年度52,723人）であり，1,000人当たりの不登校生徒数は，
15.8人（前年度16.3人）である。

（人）

（人）

19

不登校生徒数の推移

90日以上欠席した者は，不登校生徒数の19.0％である。

区分 欠席日数30～89日の者
欠席日数90日以上で
出席日数11日以上の者

欠席日数90日以上で
出席日数１～10日の者

欠席日数90日以上で
出席日数0日の者

不登校
児童生徒数

国公私立計 40,592 81.0% 7,685 15.3% 1,202 2.4% 621 1.2% 50,100 

国公私立計 不登校生徒数に対する割合

不登校生徒のうち中途退学に至った者 11,210 22.4%

不登校生徒のうち原級留置になった者 3,491 7.0%

高等学校における不登校の状況について

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

不登校生徒数 67,500 59,680 57,544 53,041 53,024 51,728 55,776 56,361 57,664 55,655 53,156 49,563 48,565 49,643 52,723 50,100

1000人当たりの

不登校生徒数
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全国平均 １５．８人

（人）

高等学校における不登校の状況について

1,000人当たりの不登校生徒数



H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

中途退学者数 76,693 77,027 72,854 66,243 56,947 55,415 53,869 51,781 59,923 53,391 49,263 47,249 46,802 48,594 42,882

中途退学率 2.1% 2.2% 2.1% 2.0% 1.7% 1.6% 1.6% 1.5% 1.7% 1.5% 1.4% 1.4% 1.3% 1.4% 1.3%
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※平成25年度からは高等学校通信制課程も調査。
※中途退学率は，在籍者数に占める中途退学者数の割合。

※中途退学者１人につき主たる理由を
一つ選択したもの。

※上段：人数
下段：中途退学者に対する割合

高等学校における，中途退学者数は42,882人（前年度48,594人）で，中途退学率は1.3％（前年1.4 ％）であ
る。

（人）
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高等学校における中途退学者数及び中途退学率の推移

事由別中途退学者数

学業不振
学校生活・
学業不適応

進路変更
病気・けが・

死亡
経済的理由 家庭の事情 問題行動等 その他

H29
3,576 16,326 16,234 2,008 832 1,987 1,835 4,004

7.6% 34.9% 34.7% 4.3% 1.8% 4.2% 3.9% 8.6%

H30
3,771 16,622 17,155 2,107 988 2,054 1,826 4,071

7.8% 34.2% 35.3% 4.3% 2.0% 4.2% 3.8% 8.4%

R元
2,905 15,678 15,237 2,009 782 1,800 1,614 2,857

6.8% 36.6% 35.5% 4.7% 1.8% 4.2% 3.8% 6.7%

高等学校における中途退学の状況について
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全国平均 １.３％

（％）

高等学校における中途退学の状況について

都道府県別の中途退学率
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S49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1

小学校 中学校 高等学校 合計

家庭不和 1 12 20 33

父母等の叱責 0 13 18 31

学業等不振 0 10 8 18

進路問題 0 18 14 32

教職員との関係での悩み 0 0 2 2

友人関係（いじめを除く） 0 7 5 12

いじめの問題 2 7 1 10

病弱等による悲観 0 6 1 7

えん世 0 9 15 24

異性問題 0 1 8 9

精神障害 0 8 21 29

不明 2 47 139 188

その他 0 3 10 13

（注1）昭和51年までは公立中・高等学校を調査。昭和52年からは公立小学校，
平成18年度からは国私立学校，平成25年度からは高等学校通信制課程も
調査。

（注2）昭和49年から62年までは年間の数，昭和63年以降は年度間の数である。
（注3）学校が把握し，計上したもの。

小・中・高等学校から報告のあった自殺した児童生徒数は317人（前年度332人）である。

※警察庁調査，文部科学省調査とも年度間の自殺者数。
※警察庁調査における，令和２年１月～３月までの数値は

暫定値である。

令和元年度の警察庁の統計数値との比較（人） （人）

（人）

23

小学校 中学校 高等学校 合計

H29年度 6 84 160 250

H30年度 5 100 227 332

R元年度 4 91 222 317

警察庁
調査

文科省
調査

差

小学校 8 4 4

中学校 114 91 23

高等学校 260 222 38

合 計 382 317 65

自殺した児童生徒が置かれていた状況

自殺の状況について

（複数回答可）
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○スクールカウンセラーの配置充実
＜令和２年度予算配置人数＞
全公立小中学校27,500校，いじめ・不登校対策のための重点配置500校，貧困対策のための重点配置1,400校，
虐待対策のための重点配置1,000校，教育支援センターの機能強化250箇所，スーパーバイザーの配置67人

⇒＜令和３年度概算要求＞
全公立小中学校27,500校，いじめ・不登校対策のための重点配置1,500校，貧困対策のための重点配置1,400校，
虐待対策のための重点配置1,200校，教育支援センターの機能強化250箇所，スーパーバイザーの配置114人

○スクールソーシャルワーカーの配置充実

＜令和２年度予算配置人数＞

全中学校区への配置10,000中学校区，いじめ・不登校対策のための重点配置500校，貧困対策のための重点配置1,400校，

虐待対策のための重点配置1,000校，教育支援センターの機能強化250箇所，スーパーバイザーの配置67人，

⇒＜令和３年度概算要求＞

全中学校区への配置10,000中学校区，いじめ・不登校対策のための重点配置1,500校，貧困対策のための重点配置1,400校，

虐待対策のための重点配置1,500校，教育支援センターの機能強化250箇所，スーパーバイザーの配置114人

○２４時間子供ＳＯＳダイヤル：子供のＳＯＳを受け止めるための通話料無料の電話相談の実施

○ＳＮＳ等を活用した相談事業：ＳＮＳ等を活用した相談体制構築のための支援を全国化（令和３年度概算要求）

○不登校児童生徒に対する支援推進事業：自治体や民間団体等が行う学校以外の場における不登校児童生徒に対する

支援体制の整備を推進

○いじめ問題に関する行政説明：いじめの認知や組織的対応を促すため，いじめへの対応に関する教育委員会や管理職
等向けの行政説明を実施。

（令和２年度：31か所予定 ※新型コロナウイルス感染症の状況により，中止となった自治体もあり）

○児童生徒の自殺予防に関する普及啓発協議会：児童生徒の自殺予防等に資する取組を促進するための行政説明等を
実施。（令和２年度：10ブロック予定 ※新型コロナウイルス感染症の状況により，中止となった自治体もあり）

調査結果を踏まえた文部科学省の主な取組


